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2018 年 12 月までの世界の観測結果に基づく 

大気中の温室効果ガスの状況
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（a）人為起源CO2 排出量

（b）大気中 CO2 の 13C の同位体比（δ13C）

（c）大気中CO2濃度

（d）大気中 CO2 の 14C の同位体比（Δ14C）

西暦年 

核実験に
よる増加

の結果、少量ではあるが検出可能な量の 14C が大気

中 CO2 及び CO2 を元に生成された植物由来の物質に

含まれる。化石燃料は数百万年～数億年もの昔に植

物由来の物質から生成されたため、植物が生きてい

た時に取り込まれた 14C は全て地殻に滞留している間

に崩壊している。 

13C は安定同位体であり、化石燃料中の 13C の含有

量は時間経過による変化がない。しかしながら、化石

燃料を形成する植物は 12C を 13C より優先的に取り込

むため、化石燃料には現在の大気中 CO2 よりも少な

い 13C しか含まれない。そのため、化石燃料燃焼は大

気中 CO2 の 13C の含有量の減少ももたらす。 

左図は、1760 年からの CO2 の排出量（a） [1, 2]、氷

床コアに閉じ込められた空気及びオーストラリアのケ

ープグリムで採取された空気の 13C の同位体比（b）及

び大気中濃度（c）[3]、樹木の年輪[4, 5]及びニュージ

ーランドのウェリントンで採取された空気[6]による大気

中 CO2の
14C の同位体比（d）の経年変化を示す。人為

的排出が増加した結果、大気中の CO2 濃度も増加し

た。同時に、大気中 CO2 の 13C 及び 14C の同位体比が

大気中の二酸化炭素（CO2）に含まれる放射性炭素（14C）の

測定は、CO2の放出源が化石燃料燃焼か自然起源のどちらで

あるかを区別する特有の方法である。CO2 と 14C の同時観測

は、化石燃料燃焼による大気への CO2 放出によって、大気中

CO2 の 14C 含有量の減少がもたらされたことを明確に示してい

る。この発見は、WMO 全球大気監視（GAW）計画に関わる大

気組成の長期的観測が、温室効果ガスの放出起源識別の助

けとなる点において重要であることを示す例となっている。 

自然界には 3 種類の炭素同位体が知られており、12C（全炭

素のおよそ 99%）、13C（およそ 1%）及び 14C（およそ 1 兆分の 1）

がある。全ての炭素同位体は炭素循環のあらゆる場所に存在

しているが、異なる炭素貯蔵庫に含まれる同位体の相対比は

異なり、これが各貯蔵庫特有のいわば「指紋」となっている。そ

れゆえ、大気中 CO2 の同位体組成の測定は、放出源及び吸

収源の識別や定量化をする助けとなる。 

14CO2は大気上層で宇宙線によりごく少量生成される。14Cは

放射性同位体であり 5,700 年の半減期で徐々に崩壊する。そ
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同位体により大気中二酸化炭素濃度増加の主要因が化石燃料燃焼 

であることが確認された 

減少しており、これは、大気に放出された化石燃料起源の CO2

に 14C が含まれないことと、13C の同位体比が現在の大気に比

べて小さいことによる。CO2 増加に伴う 13C 及び 14C の同位体

比の同時減少は、化石燃料燃焼からの継続的なCO2放出でし

か説明できない。 

大気中の核実験により 14C が生成されたことで、大気中の
14C は 1960 年代初めには 2 倍近くまで増加し、大気中 CO2 に

含まれる 14C の化石燃料のシグナルは埋もれてしまった（左図

（d））。そのため、1950 年代の初め以降、14C は化石燃料の検

出に利用できなくなった。しかしながら、この人為的な 14C の急

増は、現在では炭素循環の全体で概ね落ち着いてきている。

1990 年代以降は、14C が再び化石燃料起源 CO2 の検出に役

立つようになり、現在では化石燃料起源 CO2 の排出量を大気

測定により評価する主要な方法となっている。例えば、植物由

来の物質あるいは直接大気から得られた大気中 14C 測定を用

いて、化石燃料起源 CO2 の放出域の分布状況が、世界の広

域にわたって得られている[7, 8]。 
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図1 長寿命の温室効果ガスによる放射強制力（1750年を基準）

の経年変化と2018年のNOAA年次温室効果ガス指標

（AGGI）[9]。 

図2 GAW 観測ネットワークを構成する最近10年間の二酸化炭素観

測地点。メタンの観測ネットワークもこれと同様である。 

温室効果ガス比較観測所 船舶 地上観測 航空機 

* 工業化以前の濃度を、二酸化炭素（CO2）は 278 ppm、メタン

（CH4）は722 ppb、一酸化二窒素（N2O）は 270 ppb と仮定した。
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表1 GAW 温室効果ガス観測ネットワークによる主な温室効果ガ

スの地上の世界平均濃度（2018年）と増加量。単位は乾燥

空気のモル分率で誤差幅は68%の信頼限界による[12]。平

均手法は、GAWレポートNo.184 [11]に記載している。本解

析に使用した観測点数は、CO2（129地点）、CH4（127地

点）、N2O（96地点）。
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WMO 全球大気監視（GAW）計画から得られた観測成果の最

新の解析によると、2018 年の二酸化炭素（CO2）、メタン

（CH4）、一酸化二窒素（N2O）の現場観測ネットワークによる地

上での世界平均濃度（1）は、それぞれ、407.8±0.1 ppm（2）、1869

±2 ppb（3）、331.1±0.1 ppb となり、解析開始以来の最高値を更

新した。これらの値は、工業化（1750 年）以前の、それぞれ

147%、259%、123%である。二酸化炭素の 2017 年から 2018 年

までの濃度増加量は、2016 年から 2017 年までの増加量に非

常に近く、最近 10 年間の平均年増加量とほぼ同じだった。メタ

ンの 2017 年から 2018 年までの濃度増加量は、2016 年から

2017 年までの増加量及び最近 10 年間の平均年増加量より大

きかった。一酸化二窒素の 2017 年から 2018 年までの濃度増

加量も、2016 年から 2017 年までの増加量及び最近 10 年間の

平均年増加量より大きかった。米国海洋大気庁（NOAA）年次

温室効果ガス指標（AGGI）[9]によると、1990 年から 2018 年ま

でに、長寿命の温室効果ガス（LLGHG）による放射強制力は

 43%増加しており、二酸化炭素がそのうちの約 81%を占める。

2018年のGAW現場観測ネットワークの
概要

このWMO温室効果ガス年報第15号は、長寿命の温室効果

ガスの中で最も影響の大きい、二酸化炭素、メタン及び一酸化

二窒素の大気中の濃度と変化を報告するとともに、その他の

温室効果ガスの概要も示す。上記の3種類のガスとフロン12

（CFC-12）及びフロン11（CFC-11）を合わせると、長寿命の温

室効果ガスによる放射強制力全体の約96%（4）[9]を占める（図

要約

GAW計画（http://www.wmo.int/gaw/）は、大気中の温室効

果ガス及びその他の微量成分の組織的観測及び解析をとりま

とめている。最近10年間の温室効果ガス観測地点を図2に示

す。参加国が報告した観測データは、気象庁にある温室効果

ガス世界資料センター（WDCGG）が保管・配布している。 

この年報で WDCGG が報告する世界平均濃度及び増加量と

NOAA が発表した結果[10]は、同じ年であっても値が若干異な

る。これは解析に使用される観測地点の違い、平均値算出手

法の違い、及び値が代表する期間の若干の違いによる。

WDCGG は GAW レポート No.184[11]に記載されている手法で

解析を行っている。 

主な 3 種の長寿命温室効果ガスの 2018 年の大気中濃度の

世界平均と、2017 年から、及び 1750 年からの濃度変化を表 1

に示す。移動体観測によるデータ（図 2 の青の三角と橙の菱

形）は、NOAA による太平洋東部の観測を除き、この解析には

使っていない。 

表 1の 3種の温室効果ガスは人間活動と密接に結びついて

おり、生物圏や海洋とも強い相互作用がある。大気中の温室

効果ガスの将来変化を予測するには、その様々な放出源や吸

収源、大気中の化学反応についての定量的な理解が必要で

ある。GAW 計画に基づく観測成果は、これらのガス及び他の

長寿命温室効果ガスの収支を解明するための貴重な手掛かり

を与えるとともに、温室効果ガスの排出量推定の改善や衛星

から求めた長寿命温室効果ガスの気柱平均データの評価に
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利用されている。WMO が推進する統合全球温室効果ガス情

報システム（IG3IS, https://ig3is.wmo.int/）は、国や地方行政区

レベルで温室効果ガスの放出源についての更なる見識を与え

る。

2018 年の NOAA 年次温室効果ガス指標（AGGI）[9]は 1.43

で、長寿命温室効果ガスによる放射強制力の合計は、1990 年

以降2018 年までに 43%（4）、2017 年からは1.8%増加した（図 1）。

2018 年の全ての長寿命温室効果ガスによる放射強制力の合

計（3.1 W m-2）は、二酸化炭素等価換算濃度で 496 ppm に相

当する[9]。 

メタン（CH4）

図5 一酸化二窒素の1984年から2018年ま

での（a）世界平均濃度と（b）その一年あ

たりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラ

フは前年からの濃度差。（a）の赤線は

季節変動を除いた月平均値で、この図

では月平均値を表す青点と重なってい

る。この解析に使用した観測点は96地

点。

図4 メタンの1984年から2018年までの（a）

世界平均濃度と（b）その一年あたり

の増加量。（b）の塗りつぶし棒グラフ

は前年からの濃度差。（a）の赤線は

季節変動を除いた月平均値、線で結

んだ青点は月平均値を表す。この解

析に使用した観測点は127地点。

図3 二酸化炭素の1984年から2018年まで

の（a）世界平均濃度と（b）その一年あ

たりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラ

フは前年からの濃度差。（a）の赤線は

季節変動を除いた月平均値、線で結ん

だ青点は月平均値を表す。この解析に

使用した観測点は129地点。
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メタンによる放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全体の

約17%（4）を占める。大気中に放出されるメタンの約40%は自然

起源（湿地やシロアリなど）であり、人為起源（畜牛、稲作、化

石燃料採掘、埋め立て、バイオマス燃焼など）によるものは約

60%である[14]。現場観測によるメタンの2018年の世界平均濃

度は、解析開始以来の最高値を更新する1869±2 ppbであり、

前年から10 ppb増加した（図4）。この増加は2016年から2017年

までの増加量（7 ppb/年）及び最近10年間の平均年増加量よ

り大きい。年増加量は、1980年代後半の約12 ppb/年から減少

し、1999年から2006年の間はほぼゼロとなった。2007年以降、

大気中のメタン濃度は増加しており、人為的な放出増加を反

映して工業化以前（約722 ppb）の259%に達した。GAWのメタン

観測結果を用いた研究によれば、熱帯の湿地と北半球中緯度

での人為排出源からのメタンの放出増加が近年の増加の原因

である可能性が高い（放出源推定に役立つ同位体を用いた研

究　については次ページを参照のこと）。

二酸化炭素は、最も重要な大気中の人為起源温室効果ガ

スであり、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体（3.1

W m-2）の約 66%（4）を占めている。また最近 10 年間の放射強制

力の増加のうちの約 82%（4）、最近 5 年間では約 81％が二酸化

炭素によるものである。工業化以前の大気中の二酸化炭素濃

 度は、大気、海洋及び陸上生物圏の間の炭素交換のバランス

を反映して約 278 ppm であった。二酸化炭素の 2018 年の世界

平均濃度は 407.8±0.1 ppm となった（図 3）。2017 年から 2018

年までの年平均値の増加量（2.3 ppm）は、2016 年から 2017 年

までの増加量に非常に近く、最近 10 年間の平均年増加量

（ 2.26 ppm/年）とほぼ同じだった。

大気中の二酸化炭素濃度は、2018 年に工業化以前の 147%

に達した。これは、主として化石燃料の燃焼とセメント生産

（ 2018 年の化石燃料による二酸化炭素排出量の予測は 36.6

±1.8 GtCO2
（5）[13]）及び森林伐採とその他の土地利用変化

（2009 年から 2018 年までの平均で１年あたり 5.5 GtCO2）から

の放出による結果である。2009 年から 2018 年の期間の人間

活動による放出のうち、約 44%が大気、23%が海洋、29%が陸上

に蓄積され、4%は蓄積先が特定されなかった残差である[13]。

化石燃料の燃焼により放出され大気中に残留する二酸化炭

素の比率（大気残留比）は、二酸化炭素吸収源の大きな自然

変動によって年々変動し、世界全体での変化傾向は確認され

ていない。

https://ig3is.wmo.int/
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図 6 主要な長寿命温室効果ガスの大気中濃度の増加による工業化前から 2018 年までの全球の放射強制力（単位は W m-2）。 

　　   全ての温室効果ガスによる放射強制力の合計（3.1 W m-2）に対する割合も示している[9]。 

全球メタン濃度変動の解明に向けた安定同位体 の利用 

漏出と石炭起源の放出を示している[20]。その一方で、2007

年以降の大気中メタンの増加では、δ 13Cは減少（相対的に 12C

が増加）している[21]。 

Nisbet 他[22]によると複数の仮説が提唱されているが、最も

有力な仮説は、13C が相対的に少ない生物起源の放出源（湿

地、反芻動物、廃棄物）のいくつかまたは全てからの放出が増

加し、全球放出量に対する微生物起源の放出量の割合が増

加したことが、メタン濃度の増加及びδ 13C の変化の両方をも

たらしたかもしれないというものである。 

他の可能な説明は、天然ガス及び石油の採掘からの排出

が増加したというものである。この仮説は、次の（a）～（c）のい

ずれかを満足する場合のみ、観測された同位体比の変化と矛

盾しない。（a）既知の値と比べて著しく小さなδ 13C を持つ新た

な化石燃料起源の放出があった場合、（b）化石燃料起源より

も大きなδ 13C を持つ他の放出源（例えばバイオマス燃焼）から

の放出減少が同時に起きた場合、（c）両者が発生した場合で

ある。この仮説を証明するにはより複合的な研究を必要とす

る。 

大気測定はこの複雑な問題を解くための重要な情報を与え

る。しかし、それぞれの放出源のδ 13C の値には幅があり、異

なる放出源で値が重なることがあるため（図7）、科学研究の最

重要課題は残されたままである。メタンの同位体測定は、観測

地点が少なく、小さなシグナルの検出に多大な労力を要する。

メタンのδ 13C 測定の国際比較を推進する新たな取り組みが最

近始まっているものの、近年のメタン濃度増加の要因を完全

に理解するためには、さらに高密度なメタン同位体の観測網

が必要である。WMO 加盟国の同位体組成測定の技術力向上

のため、WMO は国際原子力機関との共同技術事業である「大

気中温室効果ガスの起源探求のための安定同位体技術の幅

広利用への能力開発」を進めている。

大気中メタンは、第二の重要な人為起源温室効果ガスであ

る。図 6に示したように、メタンは長寿命温室効果ガスによる工

業化以降の放射強制力全体の約 17%を占めている。 

Dlugokencky 他[18]の報告のように、大気中メタンの放出源

はその種類によって炭素及び水素の同位体（それぞれ 13C、重

水素（D））が周囲の空気より多い場合と少ない場合があり、同

位体測定はメタン放出源に関する有用な情報をもたらす（図

7）。高温下（燃焼）で生成されたメタンはより重い同位体を多く

含み、生物起源のメタンでは少ない。湿地のような生物起源の

放出源では、13C の同位体比（δ 13C）は北半球高緯度で−70～

−60‰、熱帯域で−60～−50‰である。C3 植物と C4 植物（訳注１）

では、光合成過程の違いにより大きく異なる有機炭素の同位

体特性を持ち、これらが燃焼または消化された際に放出され

るメタンは異なる同位体比を持つ。それゆえ、サバンナの C4

植物の草原火災はδ 13C が−20～−15‰のメタンを放出し、一

方で寒帯の森林火災は−30～−25‰のメタンを放出する。同様

に、C4 植物を消化する反芻動物が−55～−50‰のメタンを放

出する一方で、C3 植物を食する反芻動物は−65～−60‰のメ

タンを放出する。天然ガス産業は、天然ガスが形成された温度

（生物分解起源または熱分解起源）に依存して、さまざまな同

位体比をもったメタンを生産する。その結果、ガス供給網ごと

の同位体比は、ロシアのパイプラインでおよそ−50‰、北海で

およそ−35‰と異なり、−25‰となるものもある。

同位体測定は、2007 年以降のメタン濃度の再増加について

有益な洞察を与える。図 8 は、近年の全球メタン濃度及びδ     

13C の変化を詳細に示している。2007 年以降の大気中メタンの

炭素同位体比の変化は、放出源と吸収源の収支に重要な変

化があったことを示唆している。1980 年代に、実際は過去 200

年間にわたってもそうであるが、メタンのδ 13C は増加方向（相

対的に 13C が増加）に継続的な変化をしており、これはガスの

■ CO2 ■ CH4 ■ N2O ■ CFC-12 ■ CFC-11 ■ 他15種



5 5 

δ
1
3
C

(C
H

4
)(

‰
) 

年 

大気観測値（−47.3‰）

C
H

4(p
pb

) 

バイオマス燃焼 

化石燃料 

微生物 

水田 

反芻動物 

シロアリ
廃棄物

湿地

在来型天然ガス 

石炭 
シェールガス

−40

2000             2005      2010 2015

1840

1810

1780

-47.0

-47.1

-47.2

-47.3

-47.4

図 7 放出源ごと（微生物起源、化石燃料起

源、バイオマス燃焼起源）のメタンの同位体

比δ 13C の規格化された確率密度分布。全放

出源のフラックスの重み付き平均は、大気中

δ 13C の測定値と光化学過程によるメタン消

滅の際に生じる同位体分別効果から推測し

た同位体分別前の大気中メタンのδ 13C の平

均値−53.6‰で与えられる[19]。

図 8 放出源から離れた海洋性の対流圏大

気 中 の メ タ ン の 地 表 面 に お け る 観 測 値

（Nisbet 他, 2019 [22]による）。上図及び下図

は、それぞれ大気中メタンの地表面における

全球平均の濃度及びδ 13C を示す。重なった

赤と青の線は週ごとの観測値、単独の青線

は季節変動を除いた成分を表す。NOAA 観

測ネットワークのデータによる。 

−30 −20 −10   0−50−60   −70    −80     −90      

同位体分別前の大気（−53.6‰）
δ13C(CH4)(‰)
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一酸化二窒素の放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全

体の約6%（4）を占め、それらのうちで3番目に大きな寄与があ

る。一酸化二窒素は、自然起源（約60%）と人間活動（約40%）の

両方から放出され、それらは海洋、土壌、バイオマスの燃焼、

施肥及び各種工業過程を含んでいる。一酸化二窒素の2018

年の世界平均濃度は331.1±0.1 ppbであり、前年から1.2 ppb

増加して（図5）、工業化以前（270 ppb）の123%となった。2017

年から2018年までの増加量は、2016年から2017年までの増加

量及び最近10年間の平均年増加量（0.95 ppb/年）より大きか

った。大気中の一酸化二窒素濃度の増加は、農業における肥

料の使用の増加と、大気汚染物質由来の大気中窒素が過剰

に沈着することにより、土壌からの一酸化二窒素放出が増加

したことが原因である可能性が高い[15]。 

他の温室効果ガス

ス及びエーロゾルは、WMO加盟国や協賛ネットワークから支

援を受けてGAW計画により監視されている。

謝辞とリンク

参考文献 
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オゾン層破壊物質であるクロロフルオロカーボン（CFC）類

は、他のハロゲン化物と合わせた合計で、長寿命の温室効果

ガスによる放射強制力全体の約11%（4）を占める。大気中の

CFC類とほとんどのハロン類は減少している一方で、同じく強

力な温室効果ガスであるハイドロクロロフルオロカーボン

（HCFC）類やハイドロフルオロカーボン（HFC）類のいくつか

は、今のところ量は少ないものの（ppt（6）の水準）、比較的急速

に増加している。六フッ化硫黄（SF6）も同様に量は少ないが非

常に強力な長寿命の温室効果ガスであり、化学工業生産され

て主に配電設備の電気絶縁体として使われている。現在の大

気中の濃度は1990年代半ばに比べて2倍以上に増加している

（図9（a））。 

この年報は主に長寿命温室効果ガスを取り扱う。対流圏の

オゾンはこれらに比べて短寿命だが、ハロカーボン類に匹敵す

る放射強制力を持つ[16]。その他多くの汚染物質（一酸化炭

素、窒素酸化物、揮発性有機化合物など）は、温室効果ガスと

は呼ばれないが、放射強制力に直接的あるいは間接的な影

響をわずかに及ぼす。エーロゾル（浮遊粒子状物質）も、放射

収支に影響する短寿命の物質である。ここで述べた全てのガ

WMO加盟国のうちの54か国が GAW WDCGG に二酸化炭素

及び他の温室効果ガスの観測データを提供している。WDCGG

 に提供されている観測データの約41%がNOAA地球システム調

査研究所（ESRL）と協力する観測ネットワークで得られたもの

である。その他のネットワークや観測所は、GAW レポート

 No.242［17］ を参照されたい。Advanced Global Atmospheric 

Gases Experiment （AGAGE）も本年報に観測データを提供し

 ている。さらに、本年報に用いたデータを提供した GAW 観測所

は 、 図 2 に 示 す と と も に 、 WDCGG ウ ェ ブ サ イ ト

（http://gaw.kishou.go.jp/）の一覧表に掲げる。また、スイス気

 象局によって運営される GAW 観測所情報システム（GAWSIS,

https://gawsis.meteoswiss.ch/GAWSIS/）にも掲載されてい

る。 
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（1） モル分率で表した濃度：モル分率は混合ガスまたは流体の濃度を表すの

に用いられる。大気化学分野では濃度を乾燥空気分子に対する着目する

成分の分子の存在比率（モル数の比）で表す。
（2） ppmは乾燥空気分子100万個中の当該ガスの分子数。
（3） ppbは乾燥空気分子10億個中の当該ガスの分子数。
（4） ここでいう比率は、1750年以降の全ての長寿命の温室効果ガスによる世

界全体の放射強制力の増加量に対して、それぞれのガスが寄与する相

対的な割合のこと。
（5） 1 GtCO2は10億トン（1015 g）の二酸化炭素量を表す。 なお、3.667 GtCO2

は、1 GtC（炭素換算で10億トン）に  相当する。
（6） pptは乾燥空気分子1兆個中の当該ガスの分子数。

（訳注） 
（1） 光合成の過程において、CO2 が固定されてできる最初の生成物が C3 化

合物（炭素を 3 つ含む化合物）の植物を C3 植物という。一方、最初の生

成物が C4 化合物（炭素を 4 つ含む化合物）の植物を C4 植物といい、一

部の草本植物が該当し、これらは高い光合成効率を持つ。
（2） テレビ放送局「PBS Wisconsin」の送信所の一つの「WLEF-TV」のこと。

放射強制力：地球・大気システムに出入りするエネルギーのバランスを変

化させる影響力の尺度で、気候を変化させる能力の大きさを示す。１平方

メートル当たりのワット数（W m-2）で表す。
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サン・ジョゼ・ドス・カンポスにあるブラジル国立宇宙研究所

（INPE）の地球システム科学センターは、2004 年からブラジ

ルのアマゾン上空で二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、

六フッ化硫黄、一酸化炭素の鉛直プロファイル測定を行っ

ている。ブラジルでの鉛直プロファイル観測網は、小型の

民間航空機を使用して隔週から月 1 回の間隔で、ブラジル

内の観測点上空で複数の高度（0.3〜7 km）ごとに大気試

料を収集する。観測点は、アマゾンを大気が通過する際の

温室効果ガス量の変化を監視し、アマゾンにおける炭素収

支の研究を行うために選定されている。現在、サンタレン

（南緯 2.86 度、西経 54.95 度）、マナウス（南緯 2.60 度、西

経 60.21 度）、リオブランコ（南緯 9.38 度、西経 67.62 度）、

アルタフロレスタ（南緯 8.80 度、西経 56.75 度）、テフェー

（南緯 3.39 度、西経 65.6 度）及びパンタナル（南緯 19.49

度、西経 56.38 度）の 6 つの観測点がある。これまで、860

を超える鉛直プロファイルが採取されている。採取されたプロファイルは、気候変動に対するアマゾンの応答に関する重要な情

報源となり、熱帯地域での衛星解析値の重要な検証用データとしても利用される。 

今回紹介する温室効果ガス観測所 

ウィスコンシン州パークフォールズ観測所（LEF）

アマゾン航空機観測プログラム

この大気観測所は米国ウィスコンシン州パークフォールズ

にある LEF TV（訳注 2）の電波塔（北緯 45.9451 度、西経

90.2732度、海抜 472 ｍ）にある。ここはウィスコンシン州教

育放送委員会、米国地質調査所及びウィスコンシン大学と

の共同研究の下、NOAA によって運用されている。高さ 447 

ｍの電波塔は 1994 年 10 月から 25 年間にわたって基準品

質となる大気中二酸化炭素を測定するプラットフォームとし

て役割を果たしており、現在はメタンと一酸化炭素の現場

観測、ボルダーにある NOAA の中央施設で 50 種類以上の

化合物について分析するための日別の大気試料採取や、

地球大気の二酸化炭素カラム量観測といった、一連の相

補的な測定も実施している。LEF のような高層タワーは、大

陸で温室効果ガスを監視するための理想的な測定プラット

フォームである。タワーには複数の採取口（LEF の場合は

地上高 30、122、396 ｍ）があり、境界層の二酸化炭素鉛

直勾配を観測できるため、放出源や吸収源が現地にあるのか遠方にあるのかを区別するのに利用し得る。最上部の採取口

は、北アメリカ大陸の広い地域を代表する空気を観測し、大陸地点での局所的過程についての情報を提供し続けている。これ

らの測定値は、全球モデルにおける局所的過程にとって貴重な情報を提供する。 
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